（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：財産管理費
	事業名　新 建築業生産性向上推進支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　都市建築部　公共建築課　建築計画
　電話番号：058-272-1111（内3628）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11660@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　　７，８３３千円（前年度予算額：　－　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7,833
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,833

	決定額
	2,900
	924
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,976


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
建築業界の技術者・技能労働者は高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題となっている。また、建築・電気設備・機械設備等の設計・施工すべての分野において、若年入職者が減少しており、今後の建築工事の品質確保にも大きな影響を及ぼす恐れがある。

業界の担い手不足への対応や、労働環境の改善のためには、事業者の生産性向上や省力化の推進は喫緊の課題であり、ＩＯＴ機器の導入などにより労働時間の短縮や業務の軽減を図ることが考えられる。
こうした取り組みを支援することにより、建築業界のイメージアップや魅力の創出を図り、新規入職者の獲得、離職防止にもつなげるものである。
（２）事業内容
　　建築業界の生産性向上、省力化を推進するため、ＢＩＭやＶＲ・モバイル端　
　末などＩＯＴ機器の導入促進に向けた事業を実施する。
1 ＢＩＭを活用した生産性向上研修会の開催
2 ＩＯＴ機器を活用した施工管理、工事監理セミナー、体験会
（３）県負担・補助率の考え方

全額県負担
「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の改正（H26）では、担い手の中長期的な育成・確保が発注者の責務であるとされた。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	320
	講師謝金

	旅費
	560
	講師費用弁償、業務旅費

	消耗品費
	80
	資料印刷

	会議費
	20
	講師昼食

	委託料
	5,471
	BIM研修会

	使用料
	1,327
	会場使用料

	備品購入費
	55
	ソフトウェア

	合計
	7,833
	


	　決定額の考え方　
　研修は既存の民間研修を活用することとし、回数を精査します。


４　参考事項

（１）国・他県の状況

国土交通省　官庁営繕事業におけるBIM モデルの作成及び利用に関するガイドラインを策定（平成26年3月19日）。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　建築事業者の生産性向上や省力化の推進を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　定性的な効果を目的とする事業であり、定量的な指標の設定は困難



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	業界の担い手不足への対応や、労働環境の改善のためには、事業者の生産性向上や省力化の推進は喫緊の課題であり、ＩＯＴ機器の導入などを支援することにより新規入職者の獲得、離職防止を図るものである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	県内建築業者は中小零細業者の割合が高く、生産性向上の取組も進んでいない。



（次年度の方向性）
	　事業者を対象としたセミナー・体験会、機器導入の助成や相談、ＢＩＭを活用したモデル事業の発注など、段階的に生産性向上の取り組みを支援していく。


